
 

１．はじめに 

都市における地価や大規模土地所有者は，土地利

用の決定に重要な役割を果たしている．そのため，

過去における都市の地価構造や大規模土地の所有者

構造を分析することは，その後の土地利用変化によ

る都市景観の変遷を解明する手がかりとなる．しか

し，現在の都市景観を構築するに至った 100 年前の

明治末期の地価構造や土地所有者構造を明らかにし

た研究はほとんどない．その理由は，日本の都市で

明治末期の土地所有者を示す資料が乏しい点が挙げ

られる． 

京都府京都市には 1912(大正元）年に出版された

京都地籍図が存在する．京都地籍図は明治末期京都

市の68,045筆の土地ごとの地価や24,068名の所有者

が示された膨大な資料である．京都地籍図について

は四条寺町~鴨川の中心地域の地価分布を示した研

究(山田,2008)や西陣地域の大規模土地所有者の土地

所有者構造を明らかにした研究(水島,2003)がある．

しかし，京都市全域を対象として，京都地籍図の膨

大な地価情報や所有者名の名寄処理から大規模土地

所有者を定量的に浮かび上がらせて，探索的に当時

の地価構造や土地所有者構造を明らかにした研究は

未だない．その理由はこれまでの京都地籍図資料が

アナログベースであったため，個別の地域や所有者

を確定した上で，その対象のみを資料から拾い出す

ということしかできなかったためである． 

2008 年 11 月，立命館大学の研究成果を基に，京

都地籍図がベクタデータのGISデータベースとして

復刻され，GIS による分析が可能になった．このデ

ータベースにより，井上(2007)は 375 枚から成る京

都地籍図を GIS 上でつなぎ合わせ，現在の地図と比

較検証可能とし，京都市全域の地価等級図による地

価分布を示している．また，Aoki et al. (2013)は明治

末期と現在の地価分布の変化を定量的に示し，100

年を単位とする地価形成要因の変動を考察している．

さらに，坪単価算出と分布や所有者住所の分布，名

寄処理による大規模土地所有者の抽出と所有土地分

布(青木ほか 2017)，大規模土地所有者の所有地域や

地目の所有者構造分析(青木ほか 2018)，大規模土地

所有者の所有土地の点分布分析による集中性の定量

的検証(青木ほか 2019)が行われている． 

そこで本研究では，これまで一連の京都地籍図

GIS データベース研究の課題を踏まえて，明治末期

の宅地坪単価を対象として，地価と大規模宅地所有

者土地の空間クラスター分析により，その空間分布

を定量的に検証し，明治末期の宅地地価構造と大規

模宅地所有者の所有地構造が京都市域拡大に果たし

た役割を考察する．以下，2 章では使用する資料と

地目別土地と坪数別所有者の状況，3 章では地価分
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布の空間クラスター分析，4 章では大規模宅地所有

者分析の空間クラスター分析を示す，5 章では研究

成果と今後の課題について述べる． 

 

２．地目別土地と坪数別宅地所有者の状況 

研究対象地域は，京都府京都市である．京都市は，

京都府南部に位置する市で，1920 年の第 1 回国勢調

査では人口 591,323 人を有する全国の市で第 4 位の

人口を有する都市であった．ベクタデータとしてデ

ジタル化した京都地籍図 GISデータベースの明治末

期の土地台帳の筆数は 68,045 筆であり，そのうち地

目の記載のない 2501 筆を除いた 65,544 筆の地目の

内訳は表 1 のとおりである．全体の 80%を宅地が占

めており，筆数の多い順に宅地，田，畑，山林，墓

地等の順となっている．その他には，軌道敷地，荒

地，池沼，雜種地などの地目が含まれている．また，

等級，地価の記載のない非課税地には，用水溜池，

保安林，區役所敷，公立學校，塵芥捨場，郷村社地

などが含まれている．このことから，本稿では全体

の 80%を占める宅地を分析対象とする． 

宅地の総所有者22,861名が所有する宅地の総坪数

別に集計したものが表 2 である．50 坪未満の宅地所

有者は 6,276 人であり，全体の 27.45%を占めている．

50～100 坪所有者は 6,983 人で 30.55%，100～500 坪

所有者は 8,251 人で 36.09%となっており，500 坪ま

での宅地所有者数が全体の 94.09%を占める．一方，

500 坪以上の宅地所有者を合算すると，1,351 人で全

体の 5.91%を占めるにしか過ぎない．しかし，坪数

を見てみると 50 坪未満の宅地所有者の総坪数は

200,285 坪で全体の 4.79%でしかなく，50～100 坪所

有者の総坪数も 499,744 坪で 11.94%である．一方，

100～500 坪所有者の総坪数は 1,699,823 坪と全体の

40.63%を占めている．さらに，500 坪以上の総坪数

を合算すると 1,783,897 坪と全体の 42.64%を占めて

いる．そのため，本稿では総人数では全体の 5.91%

を占めるにしか過ぎないが，総坪数では 42.64%を占

める 500 坪以上の宅地所有者を大規模宅地所有者と

定義して，分析対象とする． 

 

３. 地価分布分析 

3.1．地価分布の空間クラスター分析 

最初に坪単価の高い宅地が集中している地域を定

量的に抽出するために地価分布の空間クラスター分

析を行った．地価分布分析では，最も地目が多く，

等級，地価の高い宅地 52,969 筆を対象とした．そし

て，地籍図の地価，坪数のデジタルデータを活用し

て，坪当たりの地価である坪単価を算出したものと

分析対象とした．空間クラスターやホットスポット

とは，疾病における患者住所や犯罪発生地の分布図

から，患者や犯罪発生分布に出現する特異な空間的

集積のことである（中谷 2006）．空間クラスター分

析は Esri 社 ArcGIS10.6 で Anselin Local Moran's I 統

計によるクラスター /外れ値分析を行った．

LocalMoran'sI統計量を用いた時空間的自己相関の分

析は，計算対象データとその近傍データの

LocalMoran'sI 統計量にもとづいて，ホットスポット

やコールドスポット，および時空間的な外れ値を検

出する手法である(佐藤ほか 2016)． 

坪単価を Z値とした空間クラスター分析結果を明

治 25 年(仮製図)上に示したものが図 1である．なお，

バンド幅は京都市域で犯罪発生地点の空間クラスタ

ー分析を行った中谷（2006）の例を参考として，500m

バンド幅とした．図 1 には江戸期までの京都市街地

域を示す御土居の線を示している．また，中心部か

らの位置関係を示すため，1912 年当時の最高価格地

と最高価格地から 1000m 距離帯バッファを作成し

表 1 地目別の等級，地価，筆数 

地目
等級の
平均

地価の
平均

宅地 51.76 344.66 52,969 80.81%

田 3.03 68.19 6,506 9.93%

畑 3.77 27.06 3,232 4.93%

山林 2.53 12.65 1,768 2.70%

墓地 0.81 0.47 471 0.72%

學校敷地 1.96 7.50 77 0.12%

堤 0.70 1.93 71 0.11%

原野 0.59 1.08 64 0.10%

道路 2.24 1.32 59 0.09%

その他 14.29 78.50 62 0.09%

非課税 0.00 0.00 265 0.40%

計 65,544

筆数（割合）

表 2 所有坪数別の所有者数 

所有坪数

0～50 6,276 ( 27.45% ) 200,285 ( 4.79% )

50～100 6,983 ( 30.55% ) 499,744 ( 11.94% )

100～500 8,251 ( 36.09% ) 1,699,823 ( 40.63% )

500～1,000 888 ( 3.88% ) 603,287 ( 14.42% )

1,000～3,000 386 ( 1.69% ) 620,444 ( 14.83% )

3,000～5,000 45 ( 0.20% ) 169,434 ( 4.05% )

5,000～10,000 24 ( 0.10% ) 159,542 ( 3.81% )

10,000～20,000 3 ( 0.01% ) 35,408 ( 0.85% )

20,000～30,000 2 ( 0.01% ) 50,891 ( 1.22% )

30,000～50,000 2 ( 0.01% ) 77,316 ( 1.85% )

50,000～67,000 1 ( 0.00% ) 67,576 ( 1.62% )

計 22,861 4,183,749

坪数所有者数



 

て図 1 に示している．図 1 の中心部には最も坪単価

が高かった最高価格地，京都市下京区弁慶石町三条

麹屋町上ル 37 番地，宅地，坪単価 26,992 円，93 等

級，坪数 90.92坪，地価 2,454,084円の点位置を示し，

フィーチャの Z値が高い値を持つ統計的に有意な高

価格帯(Heigh-Heigh)クラスタは赤色で，低い値を持

つ統計的に有意な低価格帯(Low-Low)クラスターは

青色で，それ以外の宅地は黒色が示されている． 

赤色で示す坪単価の高価格帯クラスターは最高価

格地を中心として，北側は 1000m 範囲内，南側は

2000m 範囲内に集塊しており，高価格帯クラスター

の中心は最高価格地より 250m 程度，南に位置して

いることが確認できる．また，この中心クラスター

から少し離れた南西 1500m 付近の五条烏丸付近，北

東 1500m 付近の岡崎付近，南西 2000m 付近の旧国

鉄京都駅付近，北西 2000m 付近の上七軒付近にも高

価格帯クラスターの集塊が存在する．これらは都市

の地価分布モデルとして，Berry,B.J.L.(1963)が提示

している最高価格地となる中心業務地区(CBD)を頂

点とした同心円構造のサーカステントモデル(図 1)

の 2 つ目の頂点部分を示していると考えられる．そ

の外側には青色で示す低価格帯クラスターが広がっ

ている．低価格帯クラスターは最高価格地より広が

る高価格帯クラスターの外側から，当時の京都市街

地の東南西北の縁辺部まで広がっている． 

現在の地理院地図を背景として坪単価の高価格帯

クラスター部分を拡大し，高・低価格帯クラスター

のみを表示したものが図 2 である．坪単価の高価格

帯クラスターは，最高価格地よりも 500m ほど南の

地点を中心とした同心円状に広がっていることが確

認できる．その広がりは最高価格地の三条通を中心

として北側の二条通から南側の四条通，五条通まで

の範囲，最高価格地の麹屋通を中心として東西に西

側の烏丸通から東側の寺町通，河原町通，先斗町通

と鴨川以東の祇園地域に広がっている．寺町通より

東側に赤色の宅地が少ないのは，この付近に豊臣秀

吉の京都改造によって寺院が集められているためで

ある． 

 

3.2．地価分布のホットスポット分析 

次に坪単価の高い宅地や低い宅地が集中している

地域を抽出するため，Getis-Ord Gi* 統計値を使用し

て，統計的に有意なホット スポットとコールド ス

ポットを抽出した．Getis-OrdGi*統計量を用いた時空

間的自己相関分析は，計算対象データとその近傍デ

ータの Getis-OrdGi*統計量を算出することにより，

その値の大小に応じて，母集団の平均と比較して統

計的に有意に高い局所的な部分(ホットスポット)と

有意に低い局所的な部分(コールドスポット)を検出

する手法である．Getis-OrdGi*統計量は，ホットスポ

図- 2  HH クラスター地域の拡大図 図- 1 地価分布クラスター分析結果と 

サーカステントモデル 



 

ットとコールドスポットの 2 種類に絞った分析結果

を簡明に得られるために，データの分布の集積性を

理解しやすいという特徴がある(佐藤ほか 2016)．本

稿では坪単価を対象とし，バンド幅を 500ｍとして

Getis-OrdGi*統計量による統計的に有意なホット ス

ポットとコールド スポットを抽出した(図 3)． 

図 3 では最高価格地を中心として北側にきれいな

同心円状の 99%有意水準の地価の高価格帯を示すホ

ットスポットが確認できる．また，前節の空間クラ

スター分析と同様に，最高価格地の南側にも最高価

格地より 250m ほど南の地点を中心とした 99%有意

水準の同心円状のホットスポットも重なっているこ

とが確認できる．さらに，空間クラスター分析では

抽出されていなかった南西 1500m 付近の東本願寺

北側付近にも，90～95%有意水準のホットスポット

が確認できる．反対に西陣地域に 90%有意水準の低

価格帯コールドスポットの広がりがみられ，特に堀

川今出川付近に 95%有意水準の局所的なコールドス

ポットが確認できる． 

 

４.大規模宅地所有者分析 

4.1．地価分布の空間クラスター分析 

次に大規模宅地所有者を対象として，その所有地

の空間クラスター分析を行った．大規模宅地所有者

を定義するにあたっては，2 章の考察により 500 坪

以上の宅地所有者を大規模宅地所有者と定義し，500，

1000，3000，5000 坪以上所有の段階別で分析を行っ

た．分析は前章と同様に Anselin Local Moran's I 統計

による空間クラスター/外れ値分析を行った．明治

25 年(仮製図)を背景地図として，坪単価を Z 値，バ

ンド幅 500m として空間クラスター分析の結果を示

したものが図 4 である．左上が 500 坪以上，右上が

1000 坪，左下が 3000 坪，右下が 5000 坪以上の宅地

所有者の空間クラスター分析結果となっている． 

図 4 から 1000，3000，5000 坪以上の大規模宅地所

有者の段階別所有宅地の京都市街域内の分布が読み

取れる．左上の 500 坪以上所有宅地分布と図 1 のす

べての宅地分布を比較すると，西側，南西側縁辺部

の所有宅地は，ほぼ御土居の内側に存在している．

御土居の外側に宅地が存在している図 1 との比較か

ら，明治末期の大規模宅地所有者の所有宅地は，明

治期以降に御土居の西側，南西側に新たに宅地開発

された宅地ではなく，江戸期から御土居内側に存在

していた宅地を所有していたことが推察される． 

次に左上 500 坪，左下 1000 坪，右上 3000 坪，右

下 5000 坪以上の各図を比較すると，所有宅地規模が

大きくなるにつれて，対象となる所有宅地が減少し

ていく傾向が地図上からも読み取れる．そして，宅

地の地域的分布は，所有宅地規模が大きくなっても

京都市街域内に均等に分布していることがわかる．

5000 坪以上所有者の所有地分布でも，この傾向が見

られることから，当時の大規模宅地所有者は，京都

市街域の特定地域を独占的に所有していたのではな

く，市街域に均等に宅地を所有していたといえる． 

500 坪，1000 坪，3000 坪，5000 坪以上の各段階の

大規模宅地所有者の所有宅地において，坪単価が高

い値を持つ統計的に有意な赤色の高価格帯クラスタ

ーは，前章の全宅地を対象とする空間クラスター分

析結果と同様に，最高価格地の東西 1000m，北側

1000m，南側 2000m 範囲内に集塊しており，南西

2000m 付近の旧国鉄京都駅付近にも前章の同様に地

価サーカステントモデルの 2 つ目頂点部分の高価格

帯クラスターが確認できる．反対に低価格帯クラス

ターは，500～5000 坪以上へと所有坪数が増えるに

連れて，京都市街域縁辺部の所有地が増える傾向に

あることが確認できる． 

 

4.2．所有坪数別宅地の状況 

次に 500 坪，1000 坪，3000 坪，5000 坪以上の宅

地所有者の所有坪数別に所有者数，筆数，坪数，地

価，坪単価を集計することから考察を行った(表 3)．

500 坪以上の宅地所有者は 1,350 人であり全所有者

5.91%を占めるに過ぎないが，筆数 12,941，地価

4,650,534 は共に全体の 25%程度を占めている．さら

に坪数は 1,783,397(42.63%)を占めており，宅地全体

の 40%程度を所有している． 

463 人(2.03%)の 1000 坪以上の宅地所有者は，筆数

図-3 地価分布のホットスポット分析結果 



 

 

図- 4 500坪(左上)，1000坪(右上)，3000坪(左下)，5000坪(右下)以上所有者の所有土地のクラスター分析結果 



 

6,821(12.88%)，地価 2,725,505(14.93%)と全体の 15%

程度だが，坪数では 1,180,610(28.22%)と宅地全体面

積の 30%程度を所有している．また，77 人(0.34%)

の 3000坪以上の宅地所有者は，坪数 560,166(13.39%)

と宅地全体面積の 13%を所有しており，32人(0.14%)

の 5000 坪以上の宅地所有者は，坪数 390,732(9.34%)

と宅地全体面積の約 10%を所有している． 

一人当たり所有筆数でみてみると，宅地の全所有

者22,861の平均所有筆数は2.32筆であるのに対して，

500 坪以上で 9.59 筆，1000 坪以上で 14.73 筆，3000

坪以上で 25.92 筆，5000 坪以上で 35.94 筆と所有坪

数が増えるのに比例して，所有筆数が増えている．

坪数では全所有者の平均所有坪数 183 坪に対して，

500 坪以上で 1,321 坪，1000 坪以上で 2,550 坪，3000

坪以上で 7,275 坪，5000 坪以上で 12,210 坪とこちら

も同様の傾向である．地価でも全所有者の平均所有

地価は 799 円であるのに対して，500 坪以上で 3,445

円，1000 坪以上で 5,887 円，3000 坪以上で 13,193

円，5000 坪以上で 15,103 円であり，所有坪数が増え

るほどに所有地価が高くなっている． 

注目すべきは坪単価である．宅地全所有者の平均

坪単価は 4.36 円であるのに対して，500 坪以上所有

者で 2.61 円，1000 坪以上所有者で 2.31 円，3000 坪

以上所有者で 1.81 円，5000 坪以上所有者で 1.24 円

と所有坪数が増えるほど，坪単価が安くなっている．

その理由として，京都市街域中心部の地価の高い宅

地は，その宅地に自ら居住する京都の町家衆がそれ

ぞれ小規模に所有しており，大規模宅地所有者の所

有地が少なかったことが考えられる．このことは図

4 に示されるように所有坪数が増えるほど，地価の

安い京都市街域縁辺部の所有宅地の割合が増えてい

ることとも符合する．坪単価からも大規模宅地所有

者は．地価の高い中心部ではなく．地価の安い市街

域縁辺部を所有していたことが示唆される． 

 

５. おわりに 

本研究では京都地籍図 GISデータベースを活用し

て，明治末期の宅地の坪単価を対象として，地価と

大規模宅地所有者宅地の GISによる空間クラスター

分析により，その空間分布を定量的に検証すること

で，その空間構造を明らかにした．その成果は以下

のようにまとめることができる． 

(1) 500 坪以上を所有する大規模宅地所有者は，所

有者数では全体の 5.91%を占めるに過ぎないが，面

積では宅地全体の 42.63%と半分程度を所有してい

た． 

(2) 地価分布の空間クラスター分析から，坪単価

の高価格帯クラスターは最高価格地を中心として，

北側 1000m 範囲内，南側 1500m 範囲内に集塊して

おり，高価格帯クラスターの中心は最高価格地より

250m 程度，南に位置していた．また，この中心ク

ラスターから少し離れた五条烏丸，岡崎，旧国鉄京

都駅，上七軒の 5 地域に地価のサーカステントモデ

ルの 2 つ目の頂点部分である高価格帯クラスターが

確認できた． 

(3) 大規模宅地所有者の空間クラスター分析から，

これらの所有者が特定地域を独占的に所有していた

傾向は見受けられず，その所有地は京都市街域内に

均等に分布していた．特に西側，南西側縁辺部の所

有宅地は，ほぼ御土居の内側に存在しており，江戸

期から御土居の内側に存在していた宅地を所有して

いたことが推察される．また，坪単価の分析からも

地価の高い中心部ではなく．地価の安い市街域縁辺

部を所有していたことが示唆されている． 

反対に最高価格地を中心とする高価格帯の宅地は，

その宅地に自ら居住する京都の町家衆がそれぞれ小

規模に所有していたことが推察されるため，今後は

高価格帯の宅地所有者の当時の居住地についての分

析を進めて行く必要がある．また，名寄集計だけで

なく，京都地籍図 GIS データベースを活用した様々

なクロス集計から，より詳細な明治末期の京都市の

土地所有者構造を検証していくことで，さらに探索

的なアプローチが可能になるであろう． 
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